
令和4年９月2８日

DX推進担当部

自治体情報システム標準化の取組みについて

主旨

自治体情報システム標準化の取組みについて別紙のとおり報告する。
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自治体情報システム標準化
の取組みについて

令和4年9月 DX推進担当部

別紙 2



国の動き

令和2年12月
デジタル・ガバメント実行計画（閣議決定）
・標準化の対象業務、意義・目的、目標時期（令和7年度まで）などを記載
【12.2（1）地方公共団体における業務プロセス・情報システムの標準化の推進】

令和3年5月

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（以下、「標準化法」。）成立・公布
・標準化基準を所管大臣が主務省令で定め、各システムに共通する基準は内閣総理大臣及び
総務大臣がデジタル庁令・総務省令で、それぞれ定めること【第6条・第7条】

・地方公共団体は、標準化基準に適合した情報システム（標準準拠システム）を利用するこ

と【第８条】
・地方公共団体は、国による全国的なクラウド環境において、クラウドを活用して情報シス
テムを利用するよう努めること【第10条】

令和3年7月
自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第1.0版】（以下「手順書」。）公開
・総務省が「自治体DX推進手順書」の１つとして策定。全自治体が円滑に情報システムの標
準化・共通化を進めるため、標準的な作業項目やフェーズ毎の想定作業手順等を掲載。

令和3年9月 デジタル改革関連法（標準化法、デジタル庁設置法など）の施行

令和3年12月
デジタル社会の実現に向けた重点計画（閣議決定）
・標準化の目標時期を「令和7年度まで」と改めて記載【５(2)地方の情報システムの刷新】

令和4年1月
標準化法第二条第一項に規定する標準化対象事務を定める政令等の施行
・戸籍、戸籍の附票、印鑑登録の3業務が追加、対象事務が20業務（区の対象は18業務）に。

令和4年6月
デジタル社会の実現に向けた重点計画 改定（閣議決定）
・標準化の目標時期を「令和7年度まで」と改めて記載【５(2)地方の情報システムの刷新】

令和4年8月末
標準仕様書の公開
・住民基本台帳（第3.0版）、印鑑登録・個人住民税・軽自動車税・就学・介護保険・障害
者福祉（第2.0版）、その他業務及びデジタル庁所管の共通事項分（第1.0版）。
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システム間
連携

検討部会

◼住民基本台帳
◼税
◼介護保険

庁内推進体制による区の検討状況

準メンバー

◼ 政策企画課
◼ 財政課
◼ 区政情報課

CIO／CDO
（副区長）

指揮・監督

情報システム標準化
推進委員会

委員長 ：DX推進担当部長
副委員長：政策経営部長
メンバー ：業務システム所管課長、 DX推進担当課長
事務局 ：DX推進担当課

全体調整・進捗管理・課題検討

◼ 税
◼ 国民健康保険
◼ 介護保険
◼ 後期高齢者医療

収滞納
検討部会

：第1期移行（令和6年度） ：第2期移行（令和7年度）

■標準化推進委員会と対象業務別の作業部会を中心に、2期に分け、移行に向けて検討中。

住民基本台帳
／印鑑

個人住民税／
軽自動車税

就学

介護保険

障害者福祉

国民年金

選挙人名簿管
理

子ども・
子育て支援

児童手当／
児童扶養手当

健康管理

後期高齢者
医療

生活保護

国民健康保険

戸籍／
戸籍の附票

・関連する標準化対象業務ごとに設置し、標準準拠システム導入にか

かる作業を行う

部会長：会に応じて設定（中心となるシステム所管課長）
部会員：関係各課係長※、DX推進担当課領域担当係長

※関係各課長を加えるなど柔軟な構成とする
事務局：会長の属する課等（関係各課内で協議・決定）

作業部会
調
整

報告

経過

3
月

所管課向け説明会開催（3/18）
第１次案として方針案を提示。
・第１期（令和６年度）及び第２期
（同７年度）に分け、年末年始に移行

４
月

第１回標準化推進委員会開催（4/20）
・情報システム標準化推進委員会の設置
（4/14）を受けて開催。これまでの経過を
共有、作業部会長を指名。

・スケジュール、作業実施手順、各会議体運
用の考え方を共有

５
月
～

7
月

第2回・第3回委員会（5/27・7/29）
・第１期移行業務の令和５年度予算見積
までの短期スケジュール再提示

・検討部会設置（２部会）
・連携基盤導入に関する報告・共有

8
月

第４回委員会（8/31）
・第１期移行業務・連携基盤の概算見積依
頼内容に関する報告・承認

・連携基盤導入に関する検討状況報告

（令和4年）
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システム間のデータ連携に関する対応

現状 第１期移行後 第２期移行後

➢ 区の現行システム間のデータ連携は、各システムが個別にデータ連携を行っている。
➢ 令和７年１月に第１期移行対象のシステムがガバメントクラウド上に移行。データの形式や連携方法が国が示し
たルールに標準化されるため、システム間のデータ連携を行う連携基盤の構築が必要となる。

現行システム（基幹系周辺システム）

※一部抜粋
現行システム（基幹系周辺システム）

※一部抜粋
現行システム（基幹系周辺システム）

※一部抜粋

Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ

現行システム
（第２期移行分）

※一部抜粋

後期高齢

国保

Gov-Cloud

住基

税

介護

（第1期移行分）
※一部抜粋連携

基盤

現行システム（標準化対象）
※一部抜粋

介護

後期高齢

国保

住基

税

Gov-Cloud

住基

税

介護

（標準化移行完了）

※一部抜粋

後期高齢

国保

連携
基盤

標準準拠システムと現行システム間のデータ連携をスムーズに

◼ 連携基盤の構築により

令和7年1月～ 令和８年1月～
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区のスケジュール

■総務省の手順書の想定項目を基に作成した工程により、連携基盤と合わせて検討を進める。

• 第１期（令和6年度）移行業務は、準備作業を経て、予算要求のための概算見積依頼を実施中

• 第２期（令和7年度）移行業務は、標準仕様書公開（8月末）を受け、作業着手準備中

• 連携基盤は、構築に向けて令和4年度中にRFPを実施し、第1期移行に合わせて稼働開始
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RFP……Request For Proposal の略。情報システムの導入や業務委託を行うにあたり、発注先候補の業者
に具体的な提案を依頼する文書。また、その手続き。

RFI……Request For Information の略。情報システムの導入にあたり、発注先候補の業者に情報提供を依
頼すること。調達条件などを決定するために必要な情報を集めるために発行するもの。



【参考】 国が示す「標準準拠システムの目指す姿」

■地方自治体の基幹業務システムの目指す姿（※2021年12月・デジタル庁資料を基に作成）

実
装
必
須
機
能
／

標
準
オ
プ
シ
ョ
ン
機
能

実
装
不
可

機
能

【標準化対象の事務】

標準準拠システム
（標準仕様書に準拠したアプリケーション）

＜カスタマイズNG＞

※登録内容のルール統一など

＜標準オプション機能＞

【標準化対象外の事務】

外部
システム

独自
施策
アプリA

独自
施策
アプリB

疎結合
（アドオン）

• 「標準準拠システム」は、

カスタマイズ不可

• 「標準オプション機能」は、

実装してもしなくてもよい機能

（事業者が実装判断）

• 「パラメータ」は、自治体による給

付率の上乗せなどに利用

• 「実装不可機能」は、

登録内容のルール統一などのた

め、システム化NG

• 「標準化対象外の事務」は、

標準準拠システムと疎結合によ

り別に構築（アドオン）する

パラメータ

【参考】 「実装不可機能」の例（住民記録システム標準仕様書第3.0版より）

ルール：続柄の世代管理については、４世代以内で表記し、４世代で記載できない場合は「縁故者」とする。

・ 実装必須機能に示す続柄：①世帯主、②夫、妻、・・、子、子（子の夫）、・・・父、母、姉・・、

③②を４世代まで「の」でつなげたもの（例：子の子の子の子）、➃縁故者、⑤同居人

➡「実装不可機能」：実装必須機能に示す以外の続柄（例：祖父、祖母、叔父、叔母、・・、4世代以内で表記できない続柄）

を管理できること。

（標準仕様書）
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